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PROFILE

特許庁で行われる意匠審査において、審査官はどのよ

うな資料を用いて登録あるいは拒絶の判断をしているの

だろうか。審査官の用いる資料は大別すると、日本の意

匠公報、外国意匠公報、特許・実用新案公報、意匠公知

資料等がある。本稿ではこのうち意匠公知資料の紹介を

する。

意匠公知資料とは、主に意匠登録の要件である新規性

について判断するための基礎資料として審査に活用する

資料であり、意匠審査における迅速かつ的確で効率的な

判断を確保するために不可欠なものである。 　　

この意匠公知資料は、雑誌、カタログ等の刊行物や、

企業のインターネットサイトに掲載された新製品情報か

ら抽出し、製品の写真等を電子化し、公知資料番号・意

匠分類・物品名・文献名・発行日等の書誌情報（図参照）

を付与し、特許庁の検索用データベースに蓄積する。

　

意匠公知資料はその抽出対象によって、インターネッ

ト情報、カタログ情報、雑誌情報の３種に分かれてい

る。それぞれの種別についての詳細を以下に紹介する。

（1）インターネット情報
①抽出対象

日本意匠分類を基として物品分野別に選定された新製

品情報が掲載されているホームページ。（平成２１年度

は約5,700社が保有するホームページ約8,300サイト）

②作成方法

抽出対象のホームページから新規に掲載されたイ

メージデータを自動収集する。その後、イメージデー

タの中から新規性の判断に資するよう、「新製品」、

「New」等の記載を手がかりに新製品情報のイメージ

データを抽出し、これらに意匠分類・D ターム・物品

名等の書誌情報を付与し、特許庁の検索用データベース

に蓄積する。

③公知日の証明について

審査官が意匠公知資料を引用して、出願された意匠に

新規性がない旨の拒絶理由通知を行う際、当該意匠公知

資料が出願前に公知であった事実を示す必要がある。そ

のために、インターネット情報から作成したデータにつ

いては、タイムスタンプ（電子ファイルについての日付・

時刻認証と非改ざん証明）を取得し、その日付を書誌情

報の【公知日】に記載している。

④蓄積状況

平成 14 年度より電子化が開始され、平成 21 年度末

時点で約 34 万件が特許庁の検索用データベースに蓄積

されている。

1 はじめに

2 意匠公知資料とは

3 意匠公知資料の種類
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（2）カタログ情報
①抽出対象

主 要 な 展 示 会 等 で 収 集 し た カ タ ロ グ（ 国 内 約

12,000 冊、外国約 3,000 冊）。

②作成方法

収集したカタログから新製品情報に関する製品の写

真等をスキャンし電子化を行う。その後、イメージデー

タの中から新規性の判断に資するよう、「新製品」、

「New」等の記載を手がかりに新製品情報のイメージ

データを抽出し、これらに意匠分類・D ターム・物品

名等の書誌情報を付与し、特許庁の検索用データベース

に蓄積する。

③公知日の証明について

審査官が意匠公知資料を引用して、新規性がない旨の

拒絶理由通知を行う際、当該意匠公知資料が出願前に公

知であった事実を示すために、収集したカタログについ

ては、公証役場で確定日付の証明を受け、その日付を書

誌情報の【公知日】に記載している。

④蓄積状況

平成元年度より電子化が開始され、平成 21 年度末時

点で約 165 万件が特許庁の検索用データベースに蓄積

されている。

（3）雑誌情報
①抽出対象

審査官が審査に必要と判断した雑誌（約2,000冊）。

②作成方法

収集した雑誌から、新規性の判断に資するよう、「新

製品」、「New」等の記載を手がかりに新製品情報の

製品の写真等を抽出し、これらに意匠分類・D ターム・

〔4〕 

 
 

【（図）IPDL で表示される意匠公知資料の例】 

書誌情報 

イメージデータ 
※IPDL 上では著作権者から許諾され

ている場合にのみ画像が表示される。

図　IPDL で表示される意匠公知資料の例
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物品名等の書誌情報を付与し、電子化を行い特許庁の検

索用データベースに蓄積する。

③蓄積状況

平成元年度より電子化が開始され、平成 21 年度末時

点で約 110 万件が特許庁の検索用データベースに蓄積

されている。

なお、（１）〜（３）における資料の収集時には、同

じ製品の写真等を収集しないための重複排除作業や、資

料種別、物品分野に偏りのない資料作成を行っている。

出願人が、出願前に先行する意匠の調査を行えるよ

う、意匠公知資料は（独）工業所有権情報・研修館の特

許電子図書館（IPDL）上で一般公開されている（図参

照）。ただし、イメージデータについては、各文献に著

作権が存在するため、著作権者からの公開利用許諾が取

得できたもののみを公開している。毎年、前年度に作成

した意匠公知資料（国内の雑誌、カタログ、インター

ネット情報に限る）を対象とし、著作権者から公開利用

許諾の可否について確認しており、平成 17 年度からの

累積で、現在までに約６万３千件のイメージデータにつ

いて公開利用許諾がなされ、IPDL 上で閲覧に供されて

いる。

一方、公開許諾が得られなかったもの、また許諾依頼

の対象となっていない平成１５年度以前に作成された意

匠公知資料のイメージデータは公開されず、書誌情報の

みが掲載されている。

各企業による新製品発表媒体がカタログ等の媒体から

ホームページに移行してきている状況への対応、開発が

活発になっている分野の資料拡充等、これからも、迅速・

的確な審査判断を維持するために、時代にあわせた的確

な意匠公知資料の収集が必要と考えている。

4 意匠公知資料の公開

5 おわりに
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